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はじめに
1.前回の内容・質問

2.本日の予定

　　前半：１．具体例、２．企業組織再編と労働関係の概要

　　後半：３．労働契約承継法の内容、４．論点

　

１．具体例から：東京日新学園事件判決　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料１］参照

　1.事件の概要

　　　旧学園が解散、全教員を解雇。新学園に経営譲渡、旧学園教員の一部を採用拒否

　　　労働組合が不当労働行為として申立、新学園が提訴、労働者が反訴

　2.一審判決

　　　営業譲渡に類似する、労働契約は当然承継ではなく使用者に採用の自由がある

　　　しかし、真正な新規採用ではないので、完全な採用の自由はなく、労働保護法上の責任

　　　不採用には解雇権濫用法理が適用され、整理解雇の４要件に該当しない。不当労働行為

　　　→就業規則を内容とし合理的内容の雇用契約が締結されている

　3.二審判決

　　　新旧法人間に雇用関係は承継しない合意があったため雇用契約関係は成立しない


Ｑ１．地裁判決と高裁判決のいずれを支持しますか？

２．企業組織再編と労働関係の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料２］参照
1.企業組織再編の諸相と労働契約の承継

	
	事業（営業）譲渡
	会社解散
	合併
	会社分割

	会社法
	第2編第7章、等
	第2編第8章、等
	第5編第2章
	第5編第3章

	労働法
	なし
	なし
	なし
	労働契約承継法

	判例・学説
	特定承継・労働者の同意
	法人格否認の法理
	包括承継
	法律による


　2.事業（営業）譲渡

1)内容：事業の全部譲渡・一部譲渡→株主総会の承認（会社法467条以下）

　　　2)問題：特定承継であるため、労働契約の承継を排除できるのか

　3.会社解散

1)内容：解散（会社法471条以下）

　　　2)問題：真実の解散の場合には雇用も終了するが、法人格の濫用の問題が生じる

　　　　　　　　偽装解散：解散後も事業を継続、実質的に同一の会社を設立

　　　　　　　　親子会社：親会社が支配している子会社を不当な目的のために解散

　　　　　　　→法人格否認の法理：新会社に承継、親会社に雇用

4.合併
　　　1)内容：吸収合併（会社法746条以下）・新設合併（会社法753条以下）→包括承継

　　　2)問題：労働契約の承継については問題ないが、合併後の問題が生じる

　　　　　　　　e.g.異なった労働条件の統一→就業規則の不利益変更

　　　　　　　　　　　cf.大曲市農協事件・最高裁昭和63年2月16日判決

　　　　　　　　　　整理解雇

　5.会社分割

　　　1)内容：吸収分割（会社法757条以下）→吸収分割契約

　　　　　　　新設分割（会社法762条以下）→新設分割計画

　　　2)労働契約承継法

　　　　　立法（2001年4月1日施行）

商法に会社分割の制度が法制化→包括承継→特例として労働者保護のため

　　　　　法改正（2006年5月1日施行）

　　　　　　商法改正により会社法を制定→それに対応して法改正

	
	承継事業に主として従事
	主として従事するもの以外

	分割契約等に

承継の定めがあるもの
	承継

＊本人同意は不要、残留不能
	承継

異議申出により非承継

	分割契約等に

承継の定めがないもの
	非承継

異議申出により承継
	非承継

＊移動は不能



　　　3)問題：泥船への承継を拒否できない　　　　　　　　　　　　　　　　［資料３］参照
　　　　　　　主として従事するもの以外とされると、定めがないと移動ができない


３．労働契約承継法の内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          ［資料４］参照
　1.目的（1条）：労働者保護
2.通知（2条）：

　3.労働契約の承継（3条～5条）
1)主として従事する労働者

1.承継する定めがある

2.承継する定めがない→異議申出

　　　2)その他の労働者（5条）

　　　　　1.異議申出

　4.労働協約の承継（6条）
　5.労働者の理解と協力（7条）

４．事業（営業）譲渡と労働契約の承継

1.問題状況

　　事業（営業）譲渡の際に、労働者の希望にしたがって労働契約が承継されるか否か

　　　不採算部門を切り捨てる事業譲渡の場合、労働者は非承継を希望

　　　逆に、元会社が会社更正法適用をうける状況の場合、労働者は承継を希望する

　　　→立法論：立法回避の報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料５］参照
　　　　　「企業組織再編に伴う労働関係上の諸問題に関する研究会」報告（2002年8月22日）

　　　→行政的取扱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［資料６］参照
2.学説

　　当然承継説・原則承継説・原則非承継説

3.判例

　　不当労働行為事件として争われる事例が多い

　　　承継を認めた裁判例　：中労委青山会事件

最高裁判所第三小法廷　平成16年2月10日決定

　　　承継を否定した裁判例：ＪＲ東日本・日本貨物鉄道・ＪＲ東海事件

　　　　　　　　　　　　　　　最高裁判所第一小法廷　平成15年12月22日判決

　4.検討

［参考文献］

西谷敏・萬井隆令編『労働法２［第5版］』（2005年、法律文化社）

PAGE  
1

